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研究成果の概要（和文）：新型コロナによって研究計画が変わってしまったものの、新型コロナ前と後の2回の
家計調査によって、人々の行動がどのように変わったかの実態を調査することができた。2回の調査を比較した
結果、新型コロナによって都市部では人々の自動車保有率が高まったことがわかった。一方で、地方ではそのよ
うなことは確認されなかった。また、在宅時間の増加によって、省エネ行動の実施が高まると予想したものの、
このことは確認できなかった。さらに、肥満率については新型コロナ前と後では大きく高まったことが確認され
た。肥満の人ほど実質的なCO2排出量が多いことから、新型コロナによって人々の環境配慮行動が低下した可能
性が示された。

研究成果の概要（英文）：Although the COVID-19 have changed our research plan, two household surveys,
 one before and one after the COVID-19, allowed us to investigate how people's behavior had changed.
 A comparison of the two surveys showed that the COVID-19 increased people's vehicle ownership in 
urban areas. On the other hand, this was not confirmed in rural areas. In addition, although it was 
expected that an increase in home time would enhance individual energy-saving behaviors, this was 
not confirmed. Furthermore, it was confirmed that the obesity rate increased significantly before 
and after the COVID-19. The more obese people emit more CO2 in real terms, indicating that the 
COVID-19 may have reduced people's environmentally conscious behavior.

研究分野：環境経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
地域別の消費者の環境行動の差異を家計調査を用いて把握することができた。研究実施期間中に新型コロナウィ
ルスが世界的にまん延したことによって、それが人々の環境行動にどのような影響を与えたかについても鑑賞す
ることができた。さらに、充電時間も考慮した電気自動車の費用便益分析についても都道府県別に実施した結
果、いずれの都道府県においても便益が費用を大きく上回ることが確認できた。このように、新型コロナの前後
比較と地域別比較をもとに、消費者目線での地方創生の議論をしたことが本研究の貢献となっている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
日本で人口 10 万人以上の都市（自治体）に住む人々は全人口の 66％にも及んでいる（総務
省、2016）。このような都市への集中は規模の経済や集積の経済をもたらすとともに、都市間の
ネットワークの経済を生かすことでさらなる経済活性化につながるとされてきた（Fujita & 
Thisse, 2013）。その反面、都市内部での温室効果ガス（以下、GHG）排出量は増加し、その量
は全体の 70%以上にも達するという指摘もある（Fragkias et al., 2013）。そこで、2030年の約
束草案達成に向けて、近年では都市の低炭素化の促進に関する法律（通称エコまち法、2012年）
などを整備し、都市での「気候変動抑制」を目指し、都市の在り方を再考することが求められて
いる（中央環境審議会、2010）。 
一方で、近年の過度な人口集中に伴い、首都圏は海外の大都市と比べても混雑・通勤時間が大
幅に悪い状況にある（国土交通省、2013）。また、人口減少も相まって、首都圏への一極集中の
是正が求められ、その戦略として「地方創生」が関心を集めている。その結果、2014年にひと・
まち・しごと創生法が施行された。ただし、同法では地方自治体に対して、実情に応じた創生に
関する計画策定の努力義務を課しているに過ぎず、どのようにして地域を創生・再活性化してい
くかについては、現状では主な施策を列挙するに留まっている。 
これらのキーワード、「気候変動抑制」と「地方創生」は担当する省庁も異なることからも、
それぞれが別々の目標となっており、両者を同時に考慮しようとする動きはほとんど見られな
い。両者の影響を考慮せず、独立して施策を推し進めることは、地方創生は達成できたとしても、
その裏で GHG抑制が不十分となる事態を招きかねない。両キーワードにかかわる諸施策がすで
に実行されているという点から考えても、2つの目標を同時に達成する施策ポートフォリオを明
らかにすることは喫緊の課題であると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 
札幌市、仙台市、広島市、福岡市に代表される地方中心都市への人口流入や地価の上昇も起き
ている。しかしながら、こうした地方都市では東京・大阪といったメトロポリタンエリアと異な
り、人々は電車やバスといった公共交通移動ではなく、自家用車を用いた移動をすることも多く
なってくる。また、移動手段の選択のみならず、太陽光パネルの導入や省エネ行動といった、人々
の環境意識も地域によって変わってくる可能性がある。そのため、本研究では第 1に、これらの
人々の環境にかかわる行動が地域によって差があるかどうかについて、家計調査を用いて検証
する。また、2020年 3月移行、世界中で爆発的に流行した新型コロナによって、社会経済活動
が大きく変容することとなった。このことで、在宅ワーク、オンライン会議のような働き方、生
活の仕方が大きく変わることとなった。そこで、本研究の第 2の目的として、新型コロナによっ
て、人々の環境行動がどのように変化したかを、その変化に地域差があるのかを明らかにするこ
ととした。この第 2の目的については、当初の研究計画にはなかったものである。 
 
３．研究の方法 
 
 地域別の家計の環境行動の実態を調査するために、第 1回の家計調査を 2020 年 1月～2月に実
施した。この実施のタイミングは前述した新型コロナが流行る直前のタイミングであるため、家
計の行動は新型コロナの影響を受けていない。この調査の実施はインターネット調査会社に委
託し、結果として 13,728 名から回答を得ることができた。回答者の地域分布は各都道府県の人
口比率に合わせる形で調整している。この調査では、主に人々の省エネ行動や自動車利用の実態
について質問をしている。 
 続いて、2022 年 1 月～2 月に第 2 回の家計調査を実施した。第 1 回調査から 2 年の時間が経
っており、当然ながら、第 2回調査の回答には新型コロナの影響が色濃く反映されていると考え
られる。第 1回調査と第 2回調査の結果を比較することで、新型コロナによって人々の環境行動
がどのように変化したかを明らかにすることが可能となる。そのため、第 2回調査は第 1回調査
の回答者に追跡調査をする方法を採用している。したがって、回答者は第 1回の 13,728 名から
5,901 名へと減少している。一般的に、追跡調査の再回答率は 3割程度であると言われることが
多いが、今回の追跡調査での再回答率は約 43％と比較的高い割合となっている。 
 両調査の比較を行うことから、質問文は同じものを採用している。たとえば、「テレビを「5分
以上」誰も見ていないときは、そのテレビの電源を消す省エネ行動をどの程度取り組んでいます
か」、「「5 分以上」誰も部屋にいないときには、その部屋の照明を消す省エネ行動をどの程度取
り組んでいますか」というような質問を行っている。また、自動車については利用している自家
用車の年間走行距離や実燃費に加えて、自宅近辺での給油をどの程度行っているかというよう
な質問を行っている。最後の給油に関する質問は、電気自動車（EV）への代替を考慮する際の、
時間費用を推計するために用いている。 



 
４．研究成果 
 
 省エネ行動については記述し
たテレビと証明に関する 2種類、
自動車保有の有無、保有している
自動車の年間平均走行距離と燃
費をまとめたものが右表となる。
右表の上段が第1回調査の結果で
あり、下段が第 2回調査の結果と
なっている。また、表では東京都
と大阪府、それ以外の 2つの地域
に分けて集計をしている。 
 この表を見ると、省エネ行動に
ついては都市部（東京都と大阪
府）とそれ以外の地域とで実施率
に大きな違いが無いことがわか
る。テレビについては約 35％の人
が、照明については約 47％の人が
「よく取り組んでいる」と回答し
ている。そして、その実施率は新
型コロナ禍以前と以降とで明ら
かな差は見て取れない。新型コロ
ナ禍以降、自宅で過ごす時間が多
くなり、電力消費量も増えていると考えられるが、それを節約しようとする行動、あるいは SDGs
のような環境を配慮しようとする行動に大きな変化は見られないことがわかる。 
 一方で、自動車保有については差が生じていることがわかる。特に、都市部での自動車保有率
の増加が見て取れる。都市部は地方部と比べて公共交通機関を利用した移動が多いが、新型コロ
ナによって、感染リスクを避けるために、自動車を購入するようになった人が増加したため、保
有率が上昇したものと考えられる。ただし、都市部での生活には自動車が必要不可欠ではないた
め、地方部と異なり、年間の平均走行距離は都市部と地方部では大きく異なることが見て取れる。
さらに、第 1 回調査と第 2 回調査では明らかに自動車の利用も大きく減少していることがわか
る。この減少はいずれの地域でも見て取れる。この減少も新型コロナの感染リスクを避けるため
に、外出の頻度を落とした結果であると考えられる。燃費についてはこの 2年間で大きな違いは
生じていない。 
 新型コロナによって、人々の生活は大きく変
化した。特に、「在宅」のような家で過ごす時間
が増えたと言われている。そこで、新型コロナ
前後で、人々の肥満度（BMI）がどのように変わ
ったかを見たものが右表である。これを見る
と、都市部・地方部ともに新型コロナ前の平均
BMI は 22.6 であり、BMI が 25 を超える肥満率
も 21％程度であったのに対し、2 年後の 2022
年 2月には都市部での BMI は微増、地方部では
増加していることが確認された。肥満率も 3～
4％の上昇となっており、新型コロナによって
人々は肥満傾向が強まったということがわかった。 
 さらに、第 2回調査の結果
のみを使った肥満であるか
どうかとテレビに関する省
エネ行動の実施についての
クロス集計結果が右の表で
ある。都市部では非肥満の
人々の実施率が 38.4％であるのに対し、肥満の人の実施率は 29.2％へと大きく低下している。
地方部については都市部ほどの差は見られないものの、同様の傾向があることがわかる。紙面の
関係上、割愛をしているが、照明に関する省エネ行動でも同様の傾向が見て取れる。そして、こ
の傾向は新型コロナ前の第 1回調査の結果でも見て取れた。したがって、肥満の人ほど省エネ行
動といった環境配慮行動を取りにくい傾向があることがわかった。そのため、新型コロナによっ
て人々の在宅時間が増え、肥満度が高まった結果、環境配慮行動も取らなくなってしまったので
はないかと考えられる。ただし、肥満と省エネ行動の実施との間には逆相関や見せかけの相関も
あるため、より詳細な分析も必要であろう。 

東京・大阪 それ以外
平均BMI 22.6 22.6
肥満率（BMI25以上） 21.4% 21.1%

東京・大阪 それ以外
平均BMI 22.9 23.4
肥満率（BMI25以上） 25.2% 24.0%

第2回家計調査（2022年2月）

第1回家計調査（2020年2月）

YES NO YES NO
非肥満（BMI25未満） 38.4 61.6 36.8 63.2
肥満（BMI25以上） 29.2 70.8 33.4 66.6

それ以外東京・大阪
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